
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

高校授業料無償化 １０月中に制度設計か （３党協議） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国私私学助成をすすめる会  

No.29  2025年10月6日（月） 

 10月３日、自民・公明・維新の３党実務者協議が開かれ、高校授業料無償化について話し合われ

たと各紙が報道しています。定住外国人、小学校給食無償化などのほかに注目点は以下。 

① 「10月中」という期限が明示されました。ただし、10月中に何をするのかは報道にもばらつ

きがあります。「今後、３党での合意を経て、10月中に政府に対して具体的な制度設計を要請

する」（毎日・右上）/「３党の協議は10月中に終える予定。その後、政府が具体的な制度設

計をする」（朝日・左上）/「10 月中に合意した上で、政府に具体的制度設計を進めるよう促

す」（共同通信）/「３党は10月中にも制度案を固めたい考え」（ANNニュース） 

② 通信制高校への補助を検討します。「不登校の生徒への教育機会提供の役割などを考慮」としつ

つ、広域通信制については様々な課題の検証が必要とも。 

③ ３年間の「見直し期間」を設定します。「私学の無償化に伴う公立離れの指摘などがあることか

ら、３年の期間を設け制度の見直しも念頭に、先行する大阪の状況などを踏まえ検証していく」

（ANNニュース） 

④ 新たに選出される自民党総裁に対し、３党の協議内容を尊重するよう申し入れます。 

→10月中に何がどこまで進むのか、新たな政権がどう受け止めるか、注視が必要。 

 

 

新聞全国私教連・特別号 

「私学助成特集」（学習用） 
を緊急発行決定！！ 
 

10 月 8 日（水）以降に各県に届

きます。ただちに職場に配布す

る体制をとってください。 

 

 

朝日新聞 １０月４日付朝刊 

 

毎日新聞 

１０月４日付朝刊 

 


